
（単位：円）

科　　目 金　額 科　　目 金　額

【資産の部】 【負債の部】

Ⅰ．流動資産 518,467,066 Ⅰ．流動負債 102,610,615

現金及び預金 20,182,954 買掛金 66,360,675

売掛金 60,776,952 リース債務 1,496,448

貯蔵品 32,793 未払金 7,002,790

未収入金 12,241,776 未払費用 6,321,760

立替金 289,071 未払法人税等 8,437,600

預け金 424,971,520 未払消費税等 1,978,537

貸倒引当金 △ 28,000 預り金 12,805

賞与引当金 11,000,000

Ⅱ．固定資産 79,456,895 Ⅱ．固定負債 18,121,521

１．有形固定資産 7,056,900 リース債務 6,203,604

工具器具備品 39,300 退職給付引当金 11,917,917

リース資産 7,017,600

２．無形固定資産 953,639

電話加入権 138,306

ソフトウエア 815,333 負債の部合計 120,732,136

【純資産の部】

Ⅰ．株主資本 477,191,825

３．投資その他の資産 71,446,356 １．資本金 20,000,000

長期前払費用 210,673 ２．利益剰余金 457,191,825

差入保証金 11,000,000 （１）利益準備金 5,000,000

繰延税金資産 9,127,000 （２）その他利益剰余金 452,191,825

その他投資 51,108,683 　　 繰越利益剰余金 452,191,825

　　　（うち当期純利益） 12,343,388

純資産の部合計 477,191,825

資産の部合計 597,923,961 負債及び純資産の部合計 597,923,961

貸  借　対　照　表
2019年12月31日現在
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クラレトラベル・サービス株式会社

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 ････････････････････ 個別原価法

2．固定資産の減価償却の方法
法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。

(1)有形固定資産（リース資産を除く）
工具器具備品 ･･･････････････････････

(2)無形固定資産
ソフトウエア ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 定額法

(3)リース資産
所有権移転外ファイナンスリース取引に係る資産 ･････ リース期間を耐用年数とする定額法

3．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上している。
(2)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額のうち、当期負担分を計上している。
(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付に係る自己都合要支給額に基づき計上している。

4．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

以上

個  別  注  記  表
２０１９年１月１日～２０１９年１２月３１日

定率法
なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３
年間で　均等償却する方法を採用している。
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